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福岡県 Ruby・コンテンツビジネス振興会議 

革新的 IT 製品・サービス開発等支援事業公募要領 
 

1. 目的 

この事業は、福岡県内の企業が行う、革新的な IT 製品・サービス開発及びそれに伴う研究や実証

を支援することで、本県の未来を見据えた産業の活性化とビジネス創出を図ることを目的とします。 

 

ここでいう 革新的な IT 製品・サービス開発とは、IT 技術を用いてこれまでにない新たな製品やサー

ビスの提供や様々な産業分野の課題を解決することを目的とした、ソフトウェアサービスに関するも

のをいい、IT を自社に導入するにとどまり製品・サービス・システムの開発や提供を伴わないもの、お

よびハードウェア単体の開発を主目的とするものは除きます。 

 

 

2. 補助対象者 ＜要綱第３条、４条を参照＞ 

福岡県 Ruby・コンテンツビジネス振興会議（以下「会議」という。）が行う革新的 IT 製品・サービス開

発等支援事業補助金（以下「補助金」という。）の補助対象者は、次の各号の条件をいずれも満た

す企業を含む単独または他の複数の企業や大学等です。 

（１）補助事業の実施場所（開発拠点等）住所が福岡県内にある中小企業者等であること 

（２）補助事業の終了までに、会議の会員であること 

（３）コンソーシアム（二以上の企業や法人、大学等での共同）で補助事業を行う場合は、以

下の要件をすべて満たすこと 

 ・ コンソーシアムの代表者は（１）であること 

 ・ 開発及びそれに伴う研究や実証の主たる部分は（１）が担うこと 

 

3. 補助対象事業 ＜要綱第５条を参照＞ 

前項に定めた補助対象者が、単独または他の複数の企業や大学等と連携しつつ、共同で行う革新的

な IT 製品・サービス開発のうち、次のいずれかに該当するものを補助対象とします。 

（１）革新的な IT 製品・サービスの開発およびそれに伴う研究や実証 

（２）既存のサービスにＩＴ技術を活用することで、自社だけにとどまらず様々な産業分野の

課題を解決できるような革新的な IT 製品・サービスの開発およびそれに伴う研究や実証 

（３）mruby（※）を使った組込みソフトウェア開発および IoT システムの開発 

（４）上記（１）～（３）のいずれかに該当するもので、これまでに会議の支援を受けて製品化

された IT 製品・サービスの普及に資する展示会等への出展 

（５）その他、本県に大きな波及効果をもたらす革新性のある IT 製品・サービスの開発とし

て、会議が認めるもの 

 

（※）mruby： Ruby の高い生産性を組み込み分野に適用させるために開発されたプログラミング言語。福

岡県 Ruby・コンテンツビジネス振興会議が、Ruby 開発者 まつもとゆきひろ氏が所属する（株）ネット

ワーク応用通信研究所と（株）福岡ＣＳＫ（現 SCSK 九州(株)）、九州工業大学の産学連携により、経

済産業省の支援を受けて開発し、2012 年 4 月にオープンソースとして公開。 

 

4. 公募期間 

令和６年３月２９日（金）から令和６年５月３１日（金）の 17:00 まで 

 



 

2 

 

 

5. 補助対象の経費、補助率、補助金額 ＜要綱第６条を参照＞ 

【補助対象経費】 

補助対象の経費は、IT 製品・サービス開発の遂行に直接的に必要な経費とします。  

（機械装置費 / 開発従事者の人件費 / 材料・消耗品費 / 外注費 / クラウド

サービス利用費 等） 

ただし、消費税は補助対象の経費に含めないものとします。 

 

【補助率】 

補助率は、補助対象経費に対して 1/2 以内とします。 

 

【補助金額】 

補助金額は上限 1,000 万円とします。 

うち、展示会出展に資する補助額は上限 100 万円とします。 

※補助金の交付決定額は、審査結果によって、申請額よりも減額されることがあります。 

 

6. 補助対象期間 

補助対象期間は、交付決定の日から事業完了日または令和７年２月末までです（事業完了に係る実績

報告書を令和７年２月末までに提出する必要があります）。この期間中に発注・納品・検収した補助対象

物件に要する経費が補助の対象となります。 

 

7. 成果の帰属 

補助事業によって得られた知的財産権等の開発の成果は、補助事業者に帰属します。 

 

8. 補助事業者の義務 

補助事業終了後、福岡県内での成果の事業化に努め、開発した製品を市場に展開したことにより得た

収益については、以下の基準により算出した額を福岡県に会議を経由して納付しなければなりません。 

・ 交付された助成金の額を上限として、助成事業終了後５年間、収益の一部を納付 

・ 納付額の算出方法は以下のとおり。 

当該年度収益額の計算にあたって、助成事業の寄与が一部である場合は、公正妥当な基準によ

る寄与率（注 1）を当該年度収益額に乗じる。 

 

納付額＝（当該年度収益額（注 2）－控除額（注 3））×（補助金確定額（注 4）） 

÷補助事業に係る支出額） 

 

（注 1）原則として、製品の総製造原価に占める当該開発成果の製造原価の割合により、事業者と

の協議を経て算定 

（注 2）当該事業の成果を用いた製品等に係る営業利益 

（注 3）助成事業の事業者負担額（助成事業に係る支出額－助成金確定額）を収益納付期間の５

年で除したもの 

（注 4）助成事業終了時に通知する助成金の確定額 

 

 

 

9. 計画書の提出＜要綱第７条を参照＞ 



 

3 

 

補助金の交付を希望される事業者は、４．公募期間の終了までに下記の書類（以下「事業計画書」とい

う。）を会議に提出してください。 

 

 

（１） 革新的 IT 製品・サービス開発等支援事業計画書（様式第１号別紙１から５） 

（２） 応募する企業の決算報告書（直近の 1 決算期（創業 2 年以内の企業は受注状況がわか

る資料として、直近の請求書のコピーやキャッシュフロー計算書（計画書）など提出できる

書類）に関する貸借対照表及び損益計算書） 

（３） 暴力団排除に係る誓約書（別紙６） 

（４） 登記簿謄本又は現在事項全部証明書 

 

※技術指導の受入れに要する費用及び、展示会等への出展費用を補助対象として希望する方は

「技術指導受入計画書（別紙７）」、「展示会出展計画書（別紙８）」も提出してください。 

 

提出方法 

電子ファイル（形式：PDF またはワード）または郵送にて提出してください。 

 ※送付先：福岡県 Ruby・コンテンツビジネス振興会議：info@f-ruby.com 

        〒812-8577 福岡市博多区東公園 7番 7号 

           （福岡県商工部新産業振興課内） 

※これら以外にも審査に必要と思われる書類等の提出を求めることがあります 

 

 

 

10. 選定審査会 

外部の有識者を交えた審査会を開催し、採択企業を選定します。審査にあたっては、以下のとおり、各

提案者から提案内容についてのプレゼンテーションを行っていただきます。採否の結果は、6 月下旬頃ま

でにお知らせする予定です。なお、審査の経過等に関するお問い合わせには応じることができませんの

で、あらかじめご了承ください。 

  

(1) 日時 

令和 6年 6月を予定 

※決まり次第、応募者にお知らせします。ヒアリングに対応できない場合には、不採択とさせてい

ただきますので、どなたかのご対応をお願いします。 

(2) 場所 

福岡県 Ruby・コンテンツ産業振興センター 

〒812-0044 福岡県福岡市博多区千代１丁目２０−３１ 

(3) 内容 

1 事業者あたり 20 分間程度 

（プレゼンテーション：10 分間、その後、審査員による事業内容のヒアリング：10 分間） 

※応募数によっては時間が短縮されることがあります 

(4) 準備物（プレゼンテーション資料の様式及び構成） 

以下の内容を確認し、プレゼンテーション資料をご準備ください。なお、事前に審査員に共有をしま

すので、審査会前に事務局まで一度ご提出をお願いします。提出期限については、提案者に対して

別途お知らせします。 

mailto:info@f-ruby.com
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ア. 様式 

・ A4 版横、横書き 

・ フォント指定なし 

・ フォントサイズ 10.5 ポイント以上 

イ. ページ数 

制限はありませんが、制限時間内で説明が終わるよう、簡潔かつ明確な記述に留意してくださ

い。 

ウ. 内容 

構成は自由ですが、下記の内容を含めて作成してください。 

① 革新性 

 技術面、ビジネス面において他者にない独自性を有し、革新的な開発となっているか。 

 mruby を活用している場合は、これまで使われていなかった新たな分野に mruby を応

用したものとなっているか 

 

② 社会的効果 

 実用化されることで社会全体にインパクトを与えるものであるか。 

 

③ 開発目標・事業化目標 

 開発、事業化にあたっての目標設定と具体的な計画があるか 

 

④ 開発の方法・体制・計画 

 開発、実証の課題を明確にし、実現可能な計画がたてられているか 

 mruby を活用している場合は、どの部分に mruby を活用し、その必要性や高い生産性

が反映されているか 

 

⑤ その他 

上記のほか、特にアピールしたいことについて 

 

⑥ 展示会出展支援のみを希望する場合 

 出展する製品・サービスの概要 

 展示会の内容、目的 

 具体的な効果 

 

 

(5) 審査方法・審査基準 

  外部有識者等による審査会において、別表で定める審査基準に基づいて審査を行います。審

査会は非公開です。 

 

 

11. 審査結果の通知・補助事業の開始 

会議から、10．の選定審査会により、内定した事業者に対して、内定の通知を行います。 

内定を受けた事業者は、要綱様式第 2号により、補助事業の交付申請手続きを行っていただきます。 

  会議より、要綱様式第 3号交付決定通知を送付し、補助事業の開始となります。 
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12. 採択事業の公表 

採択事業の交付決定通知後、企業名、代表者名、住所、採択事業概要を HP等で公表します。 

 

 

13. 効果の検証について 

  事業終了後にアンケート調査やその他の適切な方法により事業の効果を検証し、その結果を必要に

応じて HP等で公表します。 

 

 

14. 事業スキーム 

 

 

 

15. 補助金交付にあたって 

補助金の支払い方法、各種報告についての概要は、以下の通りとなります。 

(a) 補助金の支払い 

公 募 

選 定 審 査 

内 定 通 知 

交 付 申 請 

交 付 決 定 通 知 

遂 行 状 況 報 告 

実 績 報 告 

補 助 金 額 の 確 定 通 知 

精 算 払 い 請 求 

収 益 納 付 （ 5 年 間 ） 

（事業終了後） 

補助対象期間 

実 績 評 価 

（プレゼンテーション及びヒアリング審査） 

※ 必要に応じて概算払い 
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補助金の支払いは、概算払い及び精算払いによって行います。 

 

(a)-1 概算払い 

概算払いは、原則として、会計年度の四半期ごとに事業者の希望により、概算払い請求書の提出

を受けて行います。概算払いとは、既に支払いが完了している経費及び支払いが見込まれる経費に

ついて支払うことをいいます。概算払いの総額は、補助金交付予定額の 75%を超えない額とし、一回

の概算払いの金額は、補助金交付予定額の 25%を超えない額とします。ただし、会議が認める場合

は、この額を超えて支払うことができます。 

 

(a)-2 精算払い 

精算払いとは、補助事業終了後、(c) による実績の評価を行った後に、補助金の額を 30

日以内に確定し、精算払い請求書の提出を受けて 30 日以内に支払うことをいいます。 

(b) 進捗状況の報告 

補助事業の遂行状況について、指定する期限までに補助事業遂行状況を報告していただきます。時

期、方法は採択後、別途定めます。 

(c) 実績の評価 

補助事業の実施者から提出された「革新的 IT 製品・サービス開発等支援事業補助金に係る補助事

業実績報告書」（以下「実績報告書」という。）に基づき、事業実績の評価を行います。 

評価に当たっては、必要に応じて、補助事業者によるプレゼンテーションや補助事業者に対するヒア

リング、現地調査及び外部専門家の意見聴取を行います。 

(d) 補助金交付について 

進捗状況の報告が適切に行われない場合や実績の評価結果により、補助金が減額または交付され

ない場合があります。 

   また、その場合、概算払いで既に支給した金額の一部または全額を返納していただく場合がありま

す。 

 

16. 福岡県ビジネスプロデューサーによる支援について 

本社を福岡県に有する事業者は、事業採択後は福岡県が委嘱するビジネスプロデューサーから事

業計画・販路拡大・資金調達などに関する指導・助言を受けることが可能です。支援を受けるかどうか

は任意で、採択事業者が支援を希望する場合は事前にビジネスプロデューサーによる面談を行いま

す。 

 

17. 問い合わせ及び応募書類の提出先 

補助金についての問い合わせ及び応募書類の提出先は、次のとおりです。 

〒812-8577 福岡市博多区東公園 7番 7号 

福岡県 Ruby・コンテンツビジネス振興会議事務局（福岡県商工部新産業振興課内） 

担当：松浦、山谷 

e-mail: info＠f-ruby.com 

※送付後、必ず電話にて申請書を提出した旨をご連絡してください。 

Tel: 092-643-3453 
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【別表】 審査基準 

 

以下の項目を基に評価します。 

①【革新性】（20 点）  既存の製品やサービスと差別化できる革新性を具体的に示

し、技術面・ビジネス面において優れた提案になっているか 

 様々な産業分野の課題解決に資するものか 

 mrubyを活用している場合は、これまで使われていなかった新

たな分野にmruby を応用したものとなっているか 

②【社会的効果】（10 点）  市場調査等による社会のニーズや課題を的確に捉え、それを

踏まえた開発になっているか 

 実用化されることで社会にいつ、どのようなインパクトを与える

か、具体的に検討されているか 

 社会的効果は実現性が見込まれたものになっているか 

③【開発目標・事業化目標】

（10 点） 

 製品・サービスの開発にあたっての達成目標を明確にしてい

るか 

 開発にあたっての目標設定は実現可能なものになっているか 

 開発終了後または実証終了後、事業化までの目標を明確に

しているか 

 事業化にあたっての目標設定は実現可能なものになっている

か 

④【製品開発の方法・体制・計

画】（10 点） 

 実施する各開発項目について課題は明確になっているか 

 開発・実証の効果的な方法がとられているか 

 mruby を活用している場合は、その必要性や高い生産性が反

映された妥当なものであるか 

 開発の大部分を外部からの技術導入に依存していないか 

 技術力や開発体制、開発スケジュールに無理はないか 

 研究や実証の場合は、実証実験等の実施先との連携体制に

問題はないか 

⑤【その他】（10 点）  補助事業終了後も、継続できる内容になっているか 

 その他特筆すべき提案はあるか 

 

 

 

別枠審査 

【展示会への出展】（10 点）  出展する IT 製品・サービスはこれまでに会議の支援を受けて

製品化したものか 

 出展する IT製品・サービスは展示会等の目的に沿っているか 

 出展により見込まれる効果を具体的に提示しており、合理的

なものか 

 

 


